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Summary

Though ergonomics is a field of technology necessary for the industrial world, it hasn’t attracted atten-

tion in vocational training. First, we inspected the needs of ergonomics in the industrial world, core

competence for the curriculum in ergonomics, and the present situation of ergonomics in vocational

training. Next, we introduced the published curriculum by two research organizations, that is, Japan

Ergonomics Society and Research Institute of Human Engineering for Quality Life, and gave considera-

tion to a specific example of biological measurement practice. Based on the above consideration, we

showed the future course of ergonomics in vocational training.

１．はじめに

人間は、様々な物理的環境（温度、湿度、騒音、照明など）の中で、様々な人工物（道具や機械、

乗り物など）と関わりながら、仕事や学習、余暇などの日常生活を送っている。人間工学とは、人間

を取り囲むこれらのものと人間とのバランスを図るための技術である（1）。必然的に、人間工学が扱う

範囲は多岐に渡っており、例えば、建築、衣服、生産設計、航空、自動車、鉄道、看護など多くの領

域がある。本論文では、これらの中で特に“ものづくり”に関連した領域に限定して話を進めること

にする。この場合、人間工学が注目するポイントは、安全で効率的な生産現場や、使いやすさを求め

た商品設計を追求することである。

人間工学という名称は、産業界や学術界において広く認知されている。国際標準化機構（ISO）に

は人間工学（Ergonomics）を専門に扱う技術委員会「TC159」があり（2）、日本工業規格（JIS）のJIS

Zシリーズにおいては、「人間工学」をタイトルに含む規格が35件、刊行されている（3）。学術界におい

ては、日本学術会議の「人間と工学研究連絡委員会」に人間工学専門委員会（4）が設置されると共に、

一般社団法人日本人間工学会が中心となって様々な活動を行っている。このように、多くの情報や活

動拠点が提供されており、産業界や学術界における重要な一分野を担っている。

一方、世間一般はもとより、“ものづくり”の現場でさえも人間工学が必ずしも認知されているわ

けではないという現状もある（5）。このような現場の技術者等が人間工学に触れる機会としては、社内

研修や各種団体によるセミナー・講演会等の教育訓練が考えられるが、公共職業訓練の立場からすれ

ば、在職者訓練もその役割を担うべきであろう。在職者訓練カリキュラムの雛形として、職業能力開

発総合大学校（以降、職業大と略す。）能力開発研究センターは「能力開発セミナーカリキュラムモ
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デル集」をWeb上にて提供している（6）。ここでは、生涯職業能力開発体系（7）の職業能力開発体系（研

修・訓練の体系）に基づいて、教育訓練が段階的かつ体系的に整理されている。具体的には、訓練カ

リキュラムの体系（8）は大分類、中分類、小分類に整理され、さらに訓練レベルは４区分されている。

大分類は、技術分野に応じて、機械系、電気・電子系、情報通信系、居住系、管理・事務系の５系に

大別されている（2009年９月13日現在のカリキュラムモデル検索（6）の分類内容に基づく。）。しかし、

いずれの分類名の中にも「人間工学」の文字を含むものはなく、人間工学は職業訓練の中で確固たる

地位を築いているとはいえない。

本論文では、まず、産業界における人間工学のニーズおよび求められる人間工学の教育訓練カリキ

ュラムを検証する。その上で、職業訓練および指導員訓練における人間工学関連の教育訓練の現状を

調査し、さらに、教育訓練カリキュラムの考察を行う。これらを通して、職業訓練における人間工学

の今後の方向性を示すことを目指す。

２．産業界における人間工学ニーズ

公共職業訓練による在職者訓練は、実施される地域の企業ニーズに応える必要があるが、本論文で

は地域を限定せず、より一般的な人間工学の企業ニーズについて二つの研究組織が実施したアンケー

トおよびヒアリング調査を引用する。一つは、社団法人人間生活工学研究センターが平成16年にまと

めた報告書「人間工学人材育成カリキュラムの開発」（9）、もう一つは、日本人間工学会「企業の人材

育成プログラム開発委員会」が平成21年にまとめた報告書「企業の人材育成プログラム開発研究」（10）

である。

2.1 人間工学の技術と人材の必要性

まず、人間工学が産業界に必要とされているのかどうかを検証する。人間生活工学研究センター

「人間工学人材育成カリキュラムの開発」の第２次アンケート調査の中で注目すべき結果を表１～５

に示した。ここで調査対象は、人間生活工学研究センターの会員企業188件、その他の企業515件、合

計で703件であり、回収数230件、有効回答は228件である。この報告書には、有効回答に占める会員

企業の割合の記述はないが、筆者が人間生活工学研究センターに確認した結果では、有効回答228件

のうち、会員企業（2003年当時）は93件であった。

表１は人間工学の必要性の設問であるが、有効回答のほとんどの企業が、人間工学は必要であると

認識していることがわかる。ところが、人間工学（表２～５の設問では「人にやさしいものづくり」

となっているが、本論文では「人間工学」に置き換える。）に係わる人材の数については、78.9%で不

足を感じている（表２）。この結果から、このアンケートの調査対象企業においては、人間工学の必

要性は認識されているが、それに従事する技術者が不足している現状が伺われる。人材の知識・技術

レベルについては（表３）、「満足できるレベルとはいえない」、「十分ではないがおおむね満足」を加

えると78.6%であり、多くの企業が、何らかの人間工学技術の人材育成やスキルアップが必要だと考

えていると思われる。これは表４の結果にも表れており、97.3%が必要だと答えているが、そのうち

の22.7%は、必要性を認識しながらも、時間や資金の余裕がなかったり、方法がわからない等の理由

で、取り組む予定はないとしている。さらに、人材育成やスキルアップに関する悩みの回答結果（表

５）を併せて考えれば、人間工学分野において、公共職業訓練による在職者訓練の役割を機能させる

必要があるのではないかと考える。
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表１　人間工学に関する知識や技術の必要性（9）

表２　「人にやさしいものづくり」に係わる人の人数（9）

表３　「人にやさしいものづくり」に係わる人の知識・技術レベル（9）

表４　「人にやさしいものづくり」に係わる人の人材育成・スキルアップの必要性（9）
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表５　「人にやさしいものづくり」に係わる人の育成・スキルアップに関する悩み（9）

「人間工学人材育成カリキュラムの開発」では、消費生活用製品やサービス業を中心に、79箇所に

ヒアリング調査も行っている。その結果をみると、人間工学技術の必要性に関しては、価格では海外

製品と勝負できないので高付加価値製品への変革が必要であり、その一つとして人間工学に期待する

としているが、問題点として、人間工学の人材不足や人材育成方法がわからない、指導者の確保が困

難、自前で研修会を持つことができない等が指摘された（9）。この点においても、在職者訓練の役割の

一つとなり得るであろう。

2.2 生産プロセスにおける多様な人間工学ニーズ

企業内の生産過程の人間工学ニーズに対しては、日本人間工学会「企業の人材育成プログラム開発

研究」がヒアリング調査として報告している。調査対象は、人間工学に従事する指導者18名（企業人

９名、大学・研究機関・行政９名）である。これによれば、企業における各生産プロセス（「開発上

流工程（企画段階）」、「設計・開発部門」、「生産技術・生産現場」、「販売・消費者」）のそれぞれに多

様な人間工学ニーズが存在し、企画・設計・生産・販売までの全過程において、全社員的に、基礎知

識として人間工学技術が必要であり、生産技術・生産現場では、安全管理とヒューマンエラー対策、

現場の自主安全活動のための人間工学教育が必要としている。さらに販売部門では、消費者に対して

正しく人間工学情報を伝える必要性、安全や使いやすさに関する消費者の意識向上を製品レベルで高

める必要性を指摘している（10）。このように多様なニーズが存在することから、同ヒアリング結果では、

育成対象の人材や内容も多様であるべきとしている。具体的には、企業経営トップに対しては人間工

学の重要性・有用性（生産性やコスト削減への寄与など）を理解してもらえるような内容、生産・設

計技術者（実務者）に対しては専門的な人間工学知識、社員全体に対しては素養教育、というように、

階層別教育の必要性が挙げられている（10）。

階層別教育の必要性については、人間生活工学研究センター「人間工学人材育成カリキュラムの開

発」の第１次アンケート調査（9）においても指摘されている。第１次アンケート調査の対象は、人間生

活工学研究センターの会員企業134件、同センターの関連企業等43件、合計177件であり、有効回答は

94件である。このなかで、どのような階層で何の習得が必要かという設問に対し、管理職・経営者ク

ラスには、特に企業経営や組織に関わるもの（具体的には「人間工学を活用した新たな市場創造」、

「人間工学を活用したベンチャ企業論」、「人間中心設計の組織的導入」）が必要で、課長クラス以下に

は、人間工学の設計や評価の理論（具体的には「感性を生かしたものづくり」、「快適性を中心にした

環境設計」、「人間工学評価の方法（生体計測など）」等）が必要との回答が多かった。また、職種に

職業能力開発研究　第 28 号　2010年

46



職業訓練における人間工学カリキュラムに関する研究

47

表６　人間生活工学研究センターによる17モジュールと必要度調査結果（9）



関しては、設計者が広い範囲の人間工学を修得する必要性があるとの意見が多く、一方、品質管理や

営業等の職種でも内容によっては必要とされた。

以上の二つの調査結果から分かることは、人間工学に関する知識や技術は、企画・“モノ”の設

計・開発に携わる職種だけでなく、経営者、生産現場、品質管理、営業（販売）、消費者といった、

“モノ”と関わる全ての人に必要であり、また必要とされる内容はそれぞれ異なっている（重複する

ものもあるが）ことである。教育訓練においては、この点を忘れると受講後の満足度が得られない可

能性が高く、十分に注意しなければならない点であろう。

３．求められる人間工学カリキュラム

人間生活工学研究センターでは、人間工学に関するどのような教育訓練内容（モジュール）が必要

とされているかに関して、「人間工学人材育成カリキュラムの開発」の第１次アンケート調査（9）にお

いて検討している。ここでは、まず17のモジュール（表６）を調査対象者に提示し、モジュールの必

要性を回答させているが、特にNo.1、3、5は80%以上、No.6、7、11、14-3は70%以上が必要（「ぜひと

も必要」＋「望ましい」の合計）との認識を示し、企業における教育訓練のニーズが高いカリキュラ

ムであることが示された。これらの結果をもとに、必要なニーズを４つに区分している（表７）。

一方、日本人間工学会は「企業の人材育成プログラム開発研究」のヒアリング調査から、求められ

る人間工学の専門能力（コア・コンピテンシ）を７領域に分類して示している（10）（表８）。人間工学

の応用分野は多岐にわたり、それぞれの応用分野に求められる人間工学の能力は異なるという問題が

あることを示した上で、それぞれが必要とする具体的項目を選択できるようにモジュール化された教

育プログラムを提供することにより、この問題を解決することを試みている。これらの領域の体系は、

表現は若干異なるものの人間生活工学研究センターによる報告（表７）と類似点が多く、また、各種

の組織（国際人間工学会、ニュージーランド人間工学会、日本人間工学会人間工学専門家資格認定委

員会報告、Centre for Registration of European Ergonomists、社団法人ビジネス機械・情報システム
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産業協会、The Ergonomics Society of South Africa Certification Board）による人間工学分野のコン

ピテンシとの整合性評価もなされていることから、人間工学の教育訓練カリキュラムとして有用な体

系であると考えられる。

表８より、人間工学に必要な要素を考えると、機械系分野（機械設計、デザイン）、電子・電気系

分野（生体電気計測）、情報・数理工学系分野（生体信号処理、統計解析）といった工学的技術要素

だけでなく、心理学分野、生理学分野も必要となる。すなわち、人間工学は、複合・横断的領域に属

する技術であることがわかる。

４．職業訓練における人間工学の現状

第２章で示したように産業界の人間工学ニーズが高いことは明らかであるが、前述のように、生涯

職業能力開発体系に基づく訓練カリキュラムの体系には「人間工学」の分類はない。これは、現在の

訓練の体系が個々の技能・技術別に細分化されており、それらを統合するような複合・横断的領域が

体系の中に用意されていないことも一因であろう。しかし全く扱いがないわけではなく、機械加工や

居住系の中に人間工学関連のコースやカリキュラムモデルが散見される。本章では、職業訓練におけ

る人間工学の現状について、訓練の種類別に述べる。

4.1 離職者訓練のユニット

職業大能力開発研究センターの離職者訓練カリキュラムモデル集（6）から人間工学に関連するユニッ

トを検索すると、表９に示す８件が該当した。主に、作業管理（工程・動作分析）、住環境（室内環

境、快適性）、および安全衛生（ＶＤＴ作業、疲労）に関するものであり、それぞれは人間工学を構

成する一要素ではあるものの、「人間工学」自体の基礎的内容を含むものはなかった。また、離職者

訓練のカリキュラムモデルおよびシステムにも該当するものはなかった。すなわち、離職者訓練にお
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いては、人間工学としてまとまったモデルは提供されていない。

4.2 在職者訓練のモデル

職業大能力開発研究センターの在職者訓練カリキュラムモデル集（6）から人間工学に関連するモデル

を検索すると、表10の２件が該当した。在職者訓練のリーダー養成コースモデルおよび企業人スクー

ルコースモデルには、該当するものがなかった。表10の２件は、共にモデル名に「人間工学」が含ま

れており、教科においては人間工学に関する基礎的事項の解説も含まれている。モデル「人間工学に

基づく設計技術」は人間工学をものづくりに応用するための基礎的講座であり、機械系に分類されて

はいるが、本来は機械系の枠に納まるものではない。もう一方のモデル「インテリアデザインのため

職業能力開発研究　第 28 号　2010年

50
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の人間工学技術」は人体計測や動作分析演習といった人間工学の基本的な技法を含んでおり、居住系

に分類されているが機械設計にも必要な要素である。以上のことから、現在の職業訓練の体系の中に、

新たに複合・横断的な領域を設け、その中に人間工学が分類される方がふさわしいと考える。

4.3 在職者訓練の実施事例

人間工学に関する在職者訓練の実施事例（平成20年度および21年度）について調査したところ、表

11に示す２種類のコースが存在した。独立行政法人雇用・能力開発機構愛知センター（中部職業能力

開発促進センター）によるコース「製品設計のための人間工学」は、その内容から在職者訓練カリキ

ュラムモデル「人間工学に基づく設計技術」に基づいているのではないかと思われる。２年連続で同
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表10 人間工学に関連した在職者訓練カリキュラムモデル（平成21年度現在）

表11 人間工学に関連した在職者訓練の実施事例



じコースが年３回実施されており、愛知県地域における本テーマのニーズの高さが想像される。同セ

ンター企画指導部によれば、コースの参加者は愛知県内の中小企業が中心とのことである。一方、沖

縄職業能力開発大学校のコース「３次元動態計測技術と分析手法」は人間の動作分析という人間工学

手法の一つである。平成20年度実施に関する実施報告（23）によると、本コースの広報範囲には工業系

事業主も含まれていたが、実際の参加者は全てが医療関係者（医師１名、医学系大学職員２名、リハ

ビリテーション関係３名、義肢装具会社２名）であった。

4.4 職業訓練における人間工学の認知

人間工学の在職者訓練の実施事例は4.3節で示したように実質的には2コースのみで、非常に少数で

ある。その原因として、人間工学を担当可能な職業訓練指導員の数が十分ではないこと、および、職

業訓練コースとしての人間工学が十分には認知されていないことにあるのではないかと考える。

表10および表11にあるように、人間工学の基礎的な在職者訓練コースは機械系に分類されている。そ

こで職業大能力開発研究センターの調査研究報告書「職業能力開発ニーズの把握とカリキュラムモデル

の構築―機械・金属分野―」（24）をみると、機械加工やCAD/CAMなどの個別の技能・技術に関する調査

が中心になっているため、人間工学の視点に基づく内容はほとんどない。但し、生産システム設計の目

的の一つとして「労働環境及び／又はヒューマンインターフェースの向上」が挙げられている。

また、人間工学は居住系とも関係が深い。そこで、職業大能力開発研究センターの調査研究報告書

「職業能力開発ニーズの把握とカリキュラムモデルの構築―建設分野―」（25）をみると、人間工学とい

う言葉は登場しないが、その一要素である「快適な生活」「ユニバーサルデザイン」が有望な技術分

野として挙げられている。しかし、これらの分野は、この報告書においては人材需要がそれほど多く

ないと判断されている。

さらに、同じく職業大能力開発研究センターの調査研究報告書「職業能力開発ニーズの把握とカリ

キュラムモデルの構築―電気・電子、情報・通信、制御分野―」（26）でも人間工学的視点はなかった。

ただし、人間工学の要素技術の一つである生体計測や医療機器が制御分野の有望技術の一つとして挙

げられており、職業能力開発の展開が見込まれるであろうとの記述があった。また、同報告書は、こ

のようなニーズ調査においては技術分野の体系（機械・金属、制御、電気・電子、情報・通信、居住、

管理事務）で分類・区分けせずに、まず産業といった大きな枠組みでとらえ、そこから対象を掘り下

げていくようにすべきであると述べている。この考え方は、特に人間工学のような分野の場合は必要

であり、複合・横断的領域の必要性（4.2節）とも共通するものである。

上記で引用した３件の報告書は特定の技術分野毎に検討されたものだが、分野を限定しない報告書

として、職業大能力開発研究センターの調査研究資料「総合的ものづくり人材―教育訓練コースの開

発に係る調査・研究―」（27）がある。この中で、「開発・設計段階のものづくり力」の製品設計時のポ

イントとして、「人間工学に基づいた考慮点」（キーワードとして、「バリアフリー」「使いやすさ」

「安全性」「疲労」「使用間違いへの配慮」「文化（国内外）」「地域への配慮、生活様式」）が明記され

ており、注目に値する。技術分野を限定せずに“総合的ものづくり”という視点に立てば、人間工学

ニーズの認知度も高まるのではないだろうか。
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５．指導員訓練における人間工学

5.1 指導員訓練における教育訓練の状況

人間工学を担当可能な職業訓練指導員の養成は、指導員訓練を目的とする職業大の役割の一つであ

る。そこで、職業大における最近10年の人間工学関連の教育訓練を表12にまとめた。職業大の長期課

程、研究課程においては、平成18年度までは建築デザイン系、平成16年基準以降は機械系の工学科が

対象となっている。これは人間工学関連を専門とする担当教員の所属学科に依存するところが大きく、

科目の存廃については担当教員の赴任・退職の影響も大きい。研修課程のテーマの存廃についても同

様である。

人間工学系教員の研究室に配属された卒研生や研究課程生に対しては、長期間（１～３年程度）を

かけて人間工学関連の知識や研究能力が養われるので、ある程度の指導能力も身に付くと考えられる。

しかし、長期課程の授業科目としての履修や、５日間程度の研修を１回受講した程度では、すぐに人

間工学関係の職業訓練コースを担当するには至らないであろう。そのような場合、受講した講義や研

修をきっかけとして、人間工学に関する自己研鑽が必要と思われる。

5.2 技能・技術実践研修の実施

不破（筆者）は、職業大研修課程の技能・技術実践研修「人間工学的ものづくり手法の基本技術」

を平成20および21年度に主担当として実施した（22年度も実施予定）。内容は、人間工学の概要、ユ

ニバーサルデザイン、心理的評価、生体計測論の各講義、および、三次元動作分析、CADを用いたヒ

ューマンモデルによる作業性評価、生体信号（心電図）測定とディジタル信号処理による自律神経評

職業訓練における人間工学カリキュラムに関する研究

53

表12 職業大における人間工学関連の教育訓練



価の各実習ある。平成20年度の受講者は3名（全員が職業能力開発短期大学校の機械系に所属）、21年

度は４名（職業能力開発短期大学校所属が2名、職業能力開発校所属が２名、専門は機械系2名、電子

情報系１名、居住系１名）であった。研修実施後のアンケートでは、

・研修目的の達成感：「十分達成」＋「どちらかといえば達成」→100%（H20）、100%（H21）

・研修成果の現業への活用：「十分活用可」＋「どちらかといえば活用可」→66%（H20）、100%（H21）

という結果であり、概ね好評を得た。受講者との討論の中で、

（a）５日間の研修だけで即、在職者訓練に活かすのは困難。

（b）所属施設の卒業研究に活用したい。

（c）作業管理・監督者向けの在職者訓練に活用できるかもしれない。

（d）地域の中小企業には人間工学を考える余裕がない。

（e）研修の実習で用いた機器類が受講者の所属施設にないため、同様の実習の実施が困難。

などの意見があった。人間工学の範囲は幅広く、短期間での習得は困難であることから、（a）の意見

はもっともである。前述のように、研修後の自己研鑽に期待したい。（d）については、人間工学の対

象範囲を広く考えることが必要だと考える。人間工学ニーズは、商品の企画段階から販売後のアフタ

ーサービスまでの各段階に存在する。思わぬところにも活用の可能性が存在するので、商品開発にお

けるチェックリスト（30）などを活用して、人間工学的視点を身につけて頂きたい。（e）の問題は、今

後、考慮すべきものである。今回の研修の実習では、人間の作業分析のための3次元動作分析装置や

心電図計測用に生体電気信号専用増幅器を用いたが、これらは一般的な訓練施設には整備されていな

いものである。研修後の各施設での実習展開を考えれば、汎用的な機器あるいは自作可能なものを用

いる等の配慮が必要ではないかと思われる。生体電気信号測定用の差動増幅器であれば自作は容易で

あり、例えば職業大長期課程の実習で製作させた心電図計測用増幅器の例（31）が参考になるだろう。

６．教育訓練カリキュラム

6.1 公開されているカリキュラム集

人間生活工学研究センターの報告書「人間工学人材育成カリキュラムの開発」では、表７の区分に

従って34の授業明細書（シラバス）（9）が提示されている。１つあたり３ページ前後の説明量があり、

授業を組み立てるには十分な内容である。1つに想定される授業時間数は、３時間程度のものから50

時間程度のものまで幅広い。34のうち、講義のみが13、講義＋演習が14、演習のみが６、講義＋グル

ープ討議が１という構成で、生体計測を行うものは２種類（快適性（特に自律神経系指標）の計測、

心身負担度（身体動作、脳波、心拍数、筋電図など）の測定）ある。

一方の日本人間工学会の報告書「企業の人材育成プログラム開発研究」では、表８の領域に基づい

て35のシラバス（10）が提供されている。１つあたりの説明量は１ページであるが、付記されている参

考資料を活用すれば十分に授業を展開できるだろう。１つに想定される授業時間数は、60分、90分、

120分のいずれかに設定されている。35のうち、講義中心が10、講義＋グループワークが12、グルー

プワーク中心が４、講義＋手法・ツール体験が５、手法・ツール体験が４という構成で、生体計測を

行うものは１種類（筋電図、心電図、脳波など）である。同報告書では、35すべてを学習するのでは

なく、業務に必要なところから始めればよいとしている。

これらのシラバスは、職業訓練、特に在職者訓練においても十分に活用できるものである。担当者

については、講義中心のものであれば指導員研修や自己研鑽を積んだ職業訓練指導員で対応できるも
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のもあるが、演習やグループワークを含むものについては実務経験のある部外講師や外部機関（社団

法人人間生活工学研究センターなど）に委託する必要がある場合もあるだろう。

6.2 ものづくりにふさわしい生体計測実習カリキュラムとは

表７、８にあるように、生体計測はニーズの高いカリキュラムの一つである。標準的な人体モデル

による関節可動域や視野角範囲、生理的特性などの人間工学データはこれまでに蓄積された多くのデ

ータがあり、それらを利用できるのであれば生体計測の必要はないが、社内で独自開発した製品に対

しては既存のデータを適用できない場合がほとんどであり、自ら生体計測する必要がある。しかし6.1

節で紹介したシラバスでは、ものづくりに生体計測がどのように活かされるのか、実例を含む具体的

な記述はない。これを示すものとして、日本生理人類学会が認定するPAデザイン賞（PA：

Physiological Anthropology＝生理人類学）がある（32）。PAデザイン賞とは、生理データによる客観的

な実証などにより、人間の生理心理特性を十分に理解した上で企画、開発された製品のデザインを賞

するものであり、ユーザの身体特性を尊重する製品の発展を促すことを目的としている。過去の受賞

製品において用いられた生理データを見ると、心電図（心拍変動による自律神経評価、快適性評価）、

脳波（覚醒度評価）、筋電図（筋負担評価）等の生体電気信号や、血圧、皮膚血流量（快適性評価）、

内分泌系指標などが多い。職業訓練として生体計測実習を実施する場合、公共職業能力開発施設の測

定機器の整備状況を考慮すれば、アンプの自作も可能な生体電気信号が測定項目として適していると

考えられる。

6.3 生体計測実習カリキュラムの検討～心電図による自律神経機能評価法～

職業訓練における人間工学コースとして生体計測実習をどのように実施すればよいのかを具体的に

検討した。以下は、心電図による自律神経評価、および使いやすさ評価を目的とした生体計測実習の

実施事例である。なお、本節の結果は、共同筆者（佐藤）の卒業研究（33）の一部である。

6.3.1 心電図による自律神経評価法の理解

この実習の目的は、心電図計測により自律神経バランスを評価できることを理解することである。

平成19～20年度にかけて、合計33名の学生（「制御システム実習Ⅲ」受講者、表12参照）を被験者と

して、立位および座位の各姿勢で、各5分間の心電図を測定した（電極配置として３個の使い捨て電

極を胸部に装着するCM5誘導を使用、日本光電製生体アンプMEG-1200を用いて帯域0.5～30Hzの心電

図を5,000から10,000倍（個人差のため被験者により異なる）に増幅後、サンプリング周波数200Hzで

A/D変換）。生理学的には、座位よりも立位の方が交感神経活動は優位とされている。

得られた心電図から心拍変動（0.5秒間隔に補間された瞬時心拍数の時系列データ）を算出し、さら

に0.04Hz以下をFIR型ハイパスフィルタで除去した後に、自己回帰モデルによるパワースペクトル推

定によりLF成分（0.04～0.15Hz）およびHF成分（0.15～0.5Hz）のパワーから交感神経活動量指標と

してLF/（LF+HF）あるいはLF/HFを算出した。これらの値が大きいほど、自律神経バランスとし

て交感神経活動が優位であることを示す。なお、自律神経評価結果の安定性のために、心電図測定時

の被験者の呼吸を音声指示により制御（呼吸統制）した（呼気２秒、吸気２秒）。一連の信号処理に

は、筆者（不破）自作のWindowsアプリケーションを用いた。

結果を表13に示す。交感神経活動量指標の平均値は立位の方が大きくなったが、統計的に検証する
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ために対応のあるt検定（片側検定）を行った結果、LF/(LF+HF)、LF/HFともに、有意水準0.1%で

統計的有意差が確認された。すなわち、座位より立位の方が交感神経活動が有意であることが本実験

により確認することができた。

実習後の受講学生の感想では、「簡単な実験で自律神経バランスがわかることに驚いた」、「心電図

を測るのは初めてだったが、工学系の実習とは違っていて面白かった」というものが多く、この実習

の目的は達成されたと思われる。

6.3.2 心電図による使いやすさ評価法の理解

心電図による自律神経評価法は、使いやすさの評価にも用いることができる（34）。そこで6.3.1で学ん

だ手法を用いて、使いやすさの評価方法を理解することを目的とする実習を行った。方法は、職業大機

械制御システム工学科４年生10名を被験者（全員が右利き）として、２種類のハサミ（右利き用PLUS

製SC165、左利き用PLUS製No.165L）による円の切り抜き作業を行わせ、その時のハサミの使いやすさ

の評価を行う。作業手順を以下に説明する。被験者は右手でハサミを持ち、左手で作業用紙（直径２

cmの円が１cm間隔で54個印刷されたA４用紙）を持ちながら、円を反時計回りで切り抜いていく。作

業時間は、右利き用、左利き用のハサミ使用時でそれぞれ5分間として、この間の被験者の心電図と、

切り抜いた円の個数を記録した。ただし、被験者には呼吸統制（呼気２秒、吸気２秒）を行った。

実験後の被験者へのアンケート（主観的評価）では、全員が「右利き用ハサミの方が使いやすかっ

た」と回答した。得られた心電図から6.3.1の方法で求めた交感神経活動量指標と、切り抜いた円の個

数を表14に示す。交感神経活動量指標の平均値は左利き用ハサミ使用時の方が大きく、円の個数は右

利き用ハサミ使用時の方が多かった。交感神経活動量指標に関して対応のあるt検定（片側検定）を

行った結果、有意確率はLF/（LF+HF）では0.073、LF/HFでは0.051となり、有意水準10%とすれば

統計的有意差が認められた。

この結果は、立位・座位の比較ほど明確ではないが、左利き用ハサミを用いた方が交感神経活動が

優位である傾向を示している。主観的評価の結果を併せて考慮すれば、被験者が使いにくいと感じる

場合に交感神経活動が優位になっていると考えることができる。

表14 ハサミの違いによる交感神経活動量指標と切り抜いた円の個数（被験者10名）
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７．職業訓練における人間工学の今後の方向性

本論文で引用した報告書は、人間工学の教育訓練が産業界で必要とされていることを示している。

しかし、人間生活工学研究センターの第２次アンケートでは、有効回答数の４割は同センターの会員

企業であり、同センターの第１次アンケートや日本人間工学会のヒアリング調査では、人間工学に関

わりのある企業のみが対象となっている。すなわち、人間工学を十分に認知している企業等が調査対

象の多くを占めており、調査対象を無作為に選んだ場合は結果が異なる可能性がある。例えば、人間

工学を認知していない企業が調査対象の大半を占めているとすれば、人間工学は必要だと答える割合

が低下することも考えられるだろう。その場合、こういった企業に人間工学を新たに認知していただ

く努力が必要である。このとき、コース名に「人間工学」という用語を前面に出すのではなく、直接

的でわかりやすいコース名、例えば「人にやさしいものづくり」、「使いやすい製品の企画と設計」な

どの方が、受講意欲が高まるのではないかと考える。

人間工学のニーズが産業界にあるのであれば、職業訓練、特に在職者訓練を行う意味がある。しか

し、職業大能力開発研究センターの報告書では人間工学の注目度は低く、これは調査の設問項目に人

間工学の必要性を問うようなものが含まれていないことや、職業訓練の体系の中に人間工学が存在し

ないことも原因であろう。人間工学のような複合・横断的領域の技術が属するべき分類項目が訓練体

系に必要ではないかと考える。また、人間工学関連の在職者訓練カリキュラムモデルが2件だけ公開

されているが（表10）、現状ではほとんどの地域で実施されていない。産業界の人間工学ニーズに応

えるためには、職業訓練として、人間工学にさらに目を向ける必要があるであろう。同時に、人間工

学を担当できる職業訓練指導員を養成する必要から、職業大における人間工学関連の教育訓練（研修

も含む）を充実したものにしなければならない。

求められる人間工学カリキュラムの範囲は広く、多岐にわたる（第３章）。公共職業能力開発施設

が在職者訓練コースとしてこれらすべてをすぐに提供することは困難である。そこで、人間工学の概

要的内容（概論的なものや導入によるメリット等）から始め、地域の必要性に応じたカリキュラムを

用意することが重要であろう。また、生理データの活用については講義のみで必要性を実感させるこ

とが困難なので、効果的な生体計測実習を実施する必要性は高い。施設内の職業訓練指導員だけで対

応が困難なカリキュラムについては、人間工学を専門とする大学教員や、企業の現場で指導的立場に

ある方などに部外講師を依頼することも必要である。

８．おわりに

本論文では、産業界における人間工学ニーズが高いことを示す複数の調査結果を検証した。また、

職業訓練や指導員訓練における人間工学の現状、求められる人間工学カリキュラムを検討し、職業訓

練における人間工学の今後の方向性を示した。

本論文で引用した報告書の調査対象には、人間工学を十分に認知していることが明らかな企業や技

術者が相当数含まれている。今後、無作為に選ばれた企業を対象とした人間工学ニーズ調査や、調査

結果と企業規模との関係の考察も必要であろう。また、人間工学の教育訓練として効果的な結果が得

られるような生体計測実習カリキュラム（例えば、筋電図や脳波を用いた実習）についても、さらに

検討する必要がある。
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